
平成 31・32年度  那 須 地 区 広 域 行 政 事 務 組 合 

一般競争（指名競争）入札参加資格審査申請書[建設工事]提出要領 

 

１ 入札参加資格 

次の各号のいずれかに該当する方は、当組合に入札参加資格審査を申請できません。 

①建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 3 条第 1 項に規定する建設業の許可及び法第 27 条の 23

第 1項に規定する営業に関する客観的事項の審査を受けていない者 

②地方自治施行令第 167条の 4第１項の規定に該当する者 

③地方自治施行令第 167条の 4第 2項各号の規定に該当する事実があったと認められる者で、その

事実があった後、2年を経過していない者 

④審査日の直前 2年間の営業年度において完成工事高又は営業実績のない者 

⑤国税または地方税に未納がある者 

※ただし、組合を組織する３市町（大田原市、那須塩原市、那須町）のいずれかに入札参加資格

審査申請を提出し、資格審査の結果、資格要件を満たしている者は有資格者と認定されますの

で、提出は不要です。 

 

２ 有効期間 

平成 31年 4月 1日から平成 33年 3月 31日（２年間） 

 

３ 受付期間 

平成 31年 1月 4日～1月 31日（土日、祝日を除く） 

午前 9時から午後 5時まで（正午から午後 1時までを除く） 

 

４ 受付場所 

〒329-3144 那須塩原市沼野田和 439番地 

那須地区広域行政事務組合 会計課 会計係 

Tel 0287-65-3611 Fax 0287-65-3380 

 

５ 受付方法 

郵送等又は、持参（郵送の場合は受付期限内必着） 

 

６ 提出書類 

別表のとおり（別表 1提出書類一覧表） 

※申請書は、提出書類を番号順にホチキス留めもしくは製本とする。 

申請書様式は、那須地区広域行政事務組合ホームページからダウンロードできます。 

 

７ その他 

申請書提出後に記載事項の変更が生じた場合、直ちに変更届けを提出してください。 

 

８ 申請書の取扱い先 

那須地区広域行政事務組合 会計課 会計係 

〒329-3144 那須塩原市沼野田和 439番地 



別表 1 提出書類一覧表（建設工事） 

No. 提出書類 様式  説明 

1 入札参加資格審査申請書 組合様式 1-1 

○ 

１ 本社で作成すること。申請人は本社の代

表者とする。 

２ 資格審査基準日（平成 31年 1月 4日）現

在で記入すること。 

2 営業所一覧表 組合様式 2-1 ○  

3 工事経歴書 

 

建設業法施行規

則様式第 2号 
○ 

経営事項審査申請書の工事経歴書（写し可） 

4 商業登記簿謄本 発行官庁が定め

る様式 ○ 

申請人が法人の場合のみ提出（写し可） 

個人の場合は身分証明書を提出すること（写

し可） 

5 納税証明書 発行官庁が定め

る様式 
○ 

本店又は支店等の所在地により、別表２の 

納税証明書を提出すること。 

6 建設業労働災害防止協会加入証明書 発行する協会が

定める様式 
△ 

加入している場合は、最新のものを提出する

こと（写し可） 

7 経営規模等評価結果及び総合評定値

通知書（写し） 

発行官庁が定め

る様式 
○ 

申請日において有効な最新の通知書を提出す

ること。（申請中の者は、申請書の写しを提出

し、後日審査結果通知書の写しを提出するこ

と。） 

8 建設業の許可通知 発行官庁が定め

る様式 
○ 

工事種別に対応する建設業の許可通知書の写

しを提出すること。 

9 委任状 組合様式 5 

△ 

入札及び契約の締結についての権限を支店又

は営業所等の長に年間を通じて委任する場合

は提出すること。 

10 ISO9001、14001登録証写し 審査登録機関が

定める様式 
△ 

申請日現在で取得している場合、写しを提出

すること。 

11 入札参加資格審査申請提出書類チェ

ックリスト 

組合様式 6-1 
○ 

提出書類について確認し、確認欄に○をつけ

ること。 

12 返信用封筒 長形 3号 ○ あて先を記入し 82円切手を貼付けたもの。 

13 入札参加資格審査申請書記載事項変

更届 

組合様式 7 

 
△ 

申請書提出後に記載事項の変更が生じた場合

提出すること。 

※No.1～10の書類をホチキスで綴じること。○の書類は必須。△の書類は該当する場合とする。 

別表 2 納税証明書の提出について（発行日から３箇月以内のものに限る。） 

業者 市税 国税 県税 

構成市町内業者（構成市町内に本店又は支店が

ある場合） 

全税目  

法人の場合―法人税、消費税及び地方消費

税（様式その 3の 3） 

 

個人の場合―申告所得税、消費税及び地方

消費税（様式その 3の 2） 

全税目 

構成市町

外 業 者 

（県内に本店又は支店がある場合） 
 

（県内に本店又は支店がない場合） 
 

 


